
第42回建築分科会・第15回建築環境部会合同会議の

主な指摘事項を踏まえた追加分析
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第42回建築分科会・第15回建築環境部会合同会議における主な指摘事項
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主な指摘事項

指摘事項①
地球温暖化対策計画の
目標達成の見込み

○ 新築の住宅・建築物や既存ストックの省エネ性能の向上が、
地球温暖化対策計画の目標達成にどの程度寄与しているのか定
量的に示してもらいたい。

→ p2,3

指摘事項②
省エネルギー基準への
適合状況

○ 共同住宅における省エネ基準への適否の考え方と住戸単位で
算出した場合の省エネ基準適合率を示してもらいたい。

→ p4,5

指摘事項③
生産者の体制

○ 建築士の省エネ基準への習熟状況や建築主の省エネへの意識
等について、できる限り全体像を把握してもらいたい。

→ p6～8



CO2排出量（万t-CO2） 最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量（百万kl）

2013
年度
実績

2030
年度

の目安

（参考）
削減率

2013
年度
実績

2030
年度

の目標

（参考）
削減率

全体 1,235 927 ▲25％ 361 326 ▲10％

産業部門 429 401 ▲7％ 160 170 6％

業務その他
部門

279 168 ▲40％ 65 56 ▲14％

家庭部門 201 122 ▲39％ 52 38 ▲27％

運輸部門 225 163 ▲28％ 84 62 ▲26％

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換
部門

101 73 ▲28％ - - -

最終エネルギー消費量の削減目標のイメージパリ協定を踏まえたCO2排出量と最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量の削減目標

経済成長
（1.7％/年）等
を基に推計

361百万kl

電力
２５％

熱
ガソリン
都市ガス
等７５％

程度

熱
ガソリン
都市ガス
等７２％

程度

電力
２８％
程度

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
326百万kl程度

２０１３年度（実績） ２０３０年度（省エネ対策後）

5,030万kl程度削減

377百万kl程度

2013年度実績

2030年度目標

15％ 33％ 41％ 1％ 11％

26％程度 27％程度 22～20％程度 22～24％程度

石油 石炭 LNG 原子力 再生ｴﾈﾙｷﾞｰ

＜参考＞2030年エネルギーミックスにおける電源構成

○ 2030年度におけるCO2排出量の削減率は、業務その他部門及び家庭部門それぞれ約4割程度であるが、2030年エネル
ギーミックスにおける電源構成を踏まえると最終エネルギー消費量の削減率はそれぞれ14％と27％。

○ 各分野の徹底した省エネにより、最終エネルギー消費で5,030kl程度の省エネルギーを実施する。

出典：長期エネルギー需給見通し（平成27年7月経済産業省）より作成

電源構成等の変化による影響

出典：長期エネルギー受給見直し関連資料（平成27年7月経済産業省）、総合エネルギー統計（経済産業省）より作成

住宅・建築物における地球温暖化対策計画の目標達成の寄与度について
指摘事項① 地球温暖化対策計画の目標達成の見込み

3％
程度
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産業用照明の導入

産業用ﾓｰﾀの導入

産業用照明の導入

その他

新築建築物における
省ｴﾈ性能の向上

建築物の省ｴﾈ化（改修）

業務用特定ｴﾈﾙｷﾞｰ消費機器
の省ｴﾈ性能向上

BEMSの活用等による徹底的
なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

高効率照明の導入

その他

その他

次世代自動車の普及等

新築住宅における省ｴﾈ性能の向上

既存住宅の断熱改修の推進

高効率給湯器の導入

高効率照明の導入

HEMS等を利用した
徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

家庭用特定ｴﾈﾙｷﾞｰ消費機器

の省ｴﾈ性能向上

その他

産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

徹底した省エネ
5,030万kl程度削減

出典：長期エネルギー需給見通し関連資料（平成27年7月資源エネルギー庁）より作成

○ 住宅・建築物分野における削減量は、全体の14.4％を占める。

指摘事項① 地球温暖化対策計画の目標達成の見込み

住宅・建築物における地球温暖化対策計画の目標達成の寄与度について
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○届出制度は、建築物（住棟）の新築等に係る省エネ計画が省エネ基準に不適合な場合、必要に応じて所管行政庁が指
示等を行うものであるため、制度の対象は建築物（住棟）全体となり、省エネ基準への適否の判断は建築物（住棟）
全体で行うことが必要。

○共同住宅については１住戸でも省エネ基準に不適合である場合は、住棟として省エネ基準に不適合と判断。
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⇒所管行政庁が必要があると認めるときは、計画変更の指示等を実施

共同住宅における省エネ基準への適否の考え方
指摘事項② 省エネルギー基準への適合状況
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○住戸ごとの省エネ基準への適否に基づき省エネ基準適合率を算定すると、平成29年度において、大規模なものは74％、
中規模なものは75％となる。

＜大規模住宅・中規模住宅の省エネ基準適合状況（H29）＞
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住戸単位で算出した場合の省エネ基準適合率
指摘事項② 省エネルギー基準への適合状況
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建築士等の省エネ基準への習熟状況等
指摘事項③ 生産者の体制

○ （一社）日本建築士会連合会において、同連合会が選定した15の地域で平成28年度に確認済証の交付を受けた300㎡
未満の住宅を設計した建築士事務所（971社）を対象に、住宅・建築物の省エネ化に関する意識調査を実施。

○ 調査対象の建築士事務所に対して調査票を送付の上、必要に応じて電話・訪問による依頼を行い、回答率約84％。

出典：社会資本整備審議会第16回建築環境部会 中村委員作成資料 6



指摘事項③ 生産者の体制

○ 一次エネルギー消費量及び外皮性能それぞれについて、計算・仕様基準への適合確認ともに可能と回答した事業者は
約５割。計算・仕様基準への適合確認どちらもできないと回答した事業者は約３割。

○ 第１回会議資料で提示した中小工務店に対して行った調査※ （参考資料３ p10）と概ね同様の傾向となっている。

51%

20%

29%

801件の回答

外皮性能への習熟度

■ 外皮性能の計算、仕様基準への適合確認
ともに可能

■ 仕様基準への適合確認のみ可能

■ どちらもできない

50%

18%

32%

一次エネルギー消費量への習熟度

■ 一次エネルギー消費量の計算、設備等の
仕様基準への適合確認ともに可能

■ 設備等の仕様基準への適合確認のみ可能

■ どちらもできない

801件の回答

建築士等の省エネ基準への習熟状況等

7
出典：社会資本整備審議会第16回建築環境部会

中村委員作成資料

計算で

きる
50%

計算できない
50%

一次エネルギー消費量

（参考）中小工務店に対する
省エネ計算の習熟状況調査※

計算で

きる
54%

計算できない
46%

外皮性能

（参考）中小工務店に対する
省エネ計算の習熟状況調査※

※ 第1回会議提示資料（参考資料3 p10）より作成
調査方法 ：インターネット調査 調査実施者：（一社）リビングアメニティ協会（国土交通省の補助事業により実施）
調査対象 ：住宅瑕疵担保責任保険登録者のうち、住宅の設計又は施工を請け負う住宅生産者（有効回答318社、回答率約0.4％）



指摘事項③ 生産者の体制

○ 義務化に反対と回答した者のうち、義務化に反対の理由として、
・「個人の住まい方に依存し画一的規制に馴染まない」との意見が約７割。
・「建設コスト増について建築主の理解が得られない」との意見が約６割。
・「デザインの多様性が損なわれる」との意見が約４割。

建築士等の省エネ基準への習熟状況等

義務化に反対の理由

20%

34%

46%

小規模住宅・建築物に係る
省エネ基準適合義務化の賛否

809件の回答

賛成

反対

どちらとも
言えない

① デザインの多様性が損なわれる

② 個人の住まい方に大きく依存し画一的規制に馴染まない

③ 省エネ計算等に習熟していない

④ 着工が滞るなど市場への影響が大きい

⑤ 建設コスト増について建築主の理解が得られない

⑥ 省エネ性能向上の必要性について建築主の理解が得られない

⑦ その他

115 (42％)

179 (65％)

62 (23％)

85 (31％)

168 (61％)

81 (29％)

35 (13％)
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⑦
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8出典：社会資本整備審議会第16回建築環境部会 中村委員作成資料


